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特 集

建設労働者に関する保険

　我が国の建設産業は引き続く建設投資の減少による需給のアンバランスから激しい競争
を強いられてきており、疲弊が進んでいます。このままでは地域を支えてきた建設業によ
る災害対応が困難になることや、労働環境の悪化による若年者の入職が減少することによ
り技能・技術の伝承に支障をきたすことが予想されます。
　国土交通省では建設産業戦略会議を設置し、「建設産業の再生と発展のための方策2011」
の提言が取りまとめられました。この中では建設技能労働者を取り巻く環境の悪化が大き
な課題としてとらえられており、とりわけ社会保険等の未加入問題が提起されています。
というのも、もともと建設技能労働者は高齢化が進んでおり、賃金の低下などから若年入
職者が減少していることから、将来的には労働需給の逼迫が懸念される中で、保険未加入
問題は労働者の処遇の低下に拍車をかける結果につながることになるからです。また、ま
じめに法定福利費を負担している企業が、未加入企業との競争で不利になるという問題も
生じています。
　この問題を具体的に検討するため国土交通省に学識経験者、関係業界団体、関係労働者
団体で構成する「社会保険未加入対策の具体化に関する検討会」が設置され、この２月に
は対策が取りまとめられています。
　今回の特集では検討会座長の芝浦工大の蟹澤教授にこの問題について幅広く論じていた
だくとともに、国土交通省の対応、保険費用の積算上の取り扱い、保険の実務を扱う社会
保険労務士の立場からの業務等について紹介いたします。
　東日本大震災の復旧・復興事業が始まり、建設技能労働者の不足が懸念されていますが、
高齢化や他産業への流出により既に建設技能労働者の空洞化が進んでいるとすれば、持続
可能な建設産業のためには保険未加入問題は避けて通ることのできない課題になっている
と言えます。
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　東日本大震災被災地で公共工事の「入札不調」
が増えているという。昨年の12月は、実に半数近
い工事が不調・不落に終わっている。その主要因
は、労務費の高騰にある。
　公共工事の積算においては、「公共工事設計労
務単価」に基づいて労務費を決める。その単価
は、前年度の「公共事業労務費調査」に基づいて
決められる。労務費調査は、10月なので、それ以

降に労務費が高騰した場合には、予定価格がそれ
に追いつかず、札を入れる側は割に合わないとい
うことになる。今回、国土交通省は、特例措置と
して、設計労務単価を見直すということである
が、読者の皆様には、ここで疑問を抱いて欲し
い。
　図１をご覧いただきたい。これは、設計労務単
価と新設住宅着工戸数、それから、後ほど述べ
る「屋賃」調査における労務費の推移を示したも
のである。労務費は、それぞれ東京の大工の単価
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図１　二つの建設技能労働者の労務単価調査と着工戸数との関係推移
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である。着工戸数と労務費の間には、良い相関が
あることがわかる。特に、バブル後は、需要の変
化にやや遅れて労務費が連動する傾向が見て取れ
る。
　需要が供給を上回れば価格が上昇するのは経済
の常識である。しかし、人の労働の対価である賃
金が、なぜこれほどまでに経済原理どおりに上下
するのであろうか。読者の多くが給与所得者であ
ろうが、景気によって多少の上下はあっても、こ
れほどまでに給与が増減することはなかろう。ま
た、生活給という概念があるので、下がったとし
ても限度があるはずである。
　しかし、職人の労賃は違う。労務費調査と設計
労務単価は、国土交通省の労働資材対策室という
部署が担当している。かねてから、資材と労働を
同一視してよいのかという批判があるが、数値を
見る以上、正に、資材と労働は同じ扱いなのであ
る。確かに、人手に頼る部分が大きい建設現場に
おいては、労働は、生産資源の一部とみなすこと
ができる。しかし、それでよいのか。

「単価」の問題と建設業の体質2

　そもそも一日いくらという「単価」の設定がお
かしい。需給バランスが労務費の単価を左右する
のは、派遣の世界ではあり得る話である。しか
し、建設業では、派遣すなわち労働者の供給は禁
止されているからである。
　建設業は、毎日仕事があるわけではないのだか
ら、単価×実働日数という清算方法以外に良い方
法があるのか、といった反論があるかも知れな
い。しかし、多くの場合、建設技能者は雇用では
なく、実質的には請負で契約されているのだか
ら、「単価」を決めて常用清算するのは、典型的
な偽装請負であり、職業安定法違反の可能性があ
る行為である。なのに、長年、一日いくらという

「単価」が常識として流通してきた。
　また、「単価」が一定の合理性を有するのだと

しても、ベテランも見習いも関係なく、職種別に
一つの単価しか提示されないことはおかしい。さ
らには、この「単価」が企業間取引の単価なの
か、個人が受け取る賃金なのか、経費が込みなの
か全く定かでなく、ゼネコン、専門工事業、労働
組合のいずれに聞いても明確な答えがない。ここ
に問題の本質、そして建設業の根深い体質、問題
解決を阻む根本的な要因がある。

保険加入問題3

　「建設産業の再生と発展のための方策2011」の
中でも目玉となる施策が、技能者の保険加入であ
る。従来、技能者の社員化の推進や職業訓練の充
実といった方策は打ち出されたが、これらには解
釈の余地があり、真面目に解釈するほど損をする
という問題があった。すなわち、実態としては請
負関係にある下請であっても同じ作業着を着さえ
すれば社員だという解釈と、厚生年金を含む全て
の保険に加入して、寮を完備し、教育・訓練を充
実してこそ社員だという解釈が混在し、当然のこ
とながら後者は大きな費用を伴い、価格競争にお
いて不利になるという問題である。表１に示すの
が、建設業における一般的な会社の保険料率であ
るが、事業主負担だけで支払賃金の約16％、労使
合わせれば30％の負担となる。これに他の福利厚
生費用が加われば、少なくとも支払賃金の50％近
い経費が必要となる。実際、この負担に耐えきれ
ずに、多くの会社が倒産、廃業に追い込まれた。

表１　一般的な建設業における労働者の社会保険料率
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　保険加入というのは、この国の建設産業の体質
への問題提起であると同時に、解釈の余地も逃げ
場もない方策として打ち出されたものなのであ
る。
　これが、業界全体を巻き込んで物議を醸すこと
となった。技能者の保険加入は従来、ほとんど
意識されてこなかった問題であるが、実際には、
様々な矛盾を露呈させる大きな問題であることを
業界は知っている。
　実態を客観的に提示しておこう。図２は、分母
を労働力調査の労働者数、分子を厚労省の保険関
係の統計による被保険者数として、役員を除く雇
用者の保険加入率を算定したものであるが、製造
業に比して明らかに低い。表２は、国交省が公共
工事労務費調査において、保険加入率を試行的に
調査した結果であるが、下請次数に比例して保険
加入率が下がる傾向が見てとれる。ただし、これ

らは、建設業に従事する全ての雇用者の数値であ
り、技能者に限れば、さらに低いことは容易に想
像できる。
　図３は、「専属かつ常用の技能者」のうち、「法
定福利費（社会保険、労働保険）を労使折半で負
担している従業員」を正社員とした場合に、どれ
くらいの割合が該当するかを調査した結果を示し
たものである。調査は、建設産業専門団体連合会

（建専連）と著者が共同でおこなった。結果、そ
の割合は、計算の仕方にもよるが平均的には２～
３割程度であり、職種によっては１割程度しかな
いことが明らかになった。調査したのは、各職種
団体を代表する理事企業であるので、これでも専
門工事業全般よりは良い数値であることは確実で
ある。

技能者の経費問題4

　もう一度、図１をご覧いただきたい。「屋賃」
とは、屋外労働者職種別賃金調査の略で、厚生労
働省により2004年まで公表されていた統計調査で
ある。その後は、賃金構造基本調査に移行した

表２　公共事業労務費調査における保険加入率
　　　（2010年 10月調査）

出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省「雇用保険事業年報」「厚
生年金保険業態別規模別適用状況調査」

※ 労働力調査を分母、雇用保険適用者を分子として推計

※（社）建設産業専門団体連合会＋芝浦工業大学蟹澤研究室の調
査による

図２　労働者単位での社会保険加入率の推計値

図３　職種別にみた技能労働者に占める社員の割合
（2009年11月（躯体系３職は2009年１月）調査）

土木工事 建築工事

元請 87% 93%

１次下請 72% 66%

２次下請 53% 46%

３次下請以下 49% 52%

平均 71% 64%
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が、日当たりの「単価」ではなくなったので、こ
こでは連続データとは扱っていない。
　屋賃は、調査対象者が自ら書き込む方式、労務
費調査は、賃金台帳から請負業者（元請会社及び
協力会社）が転記する調査方式という差異があ
る。また、労務費調査は、何らかの欠陥がある標
本を不良標本として棄却し、その率が40％程度あ
る。よって、労務費調査は、比較的優良な企業の
データ、屋賃は実態に近いデータといわれてい
る。
　両者の推移を見ると、多少の上下はあるが、労
務費調査は、おおよそ屋賃の２～３割増であるこ
とが読み取れる。労務費調査から導かれた設計労
務単価は、「裸の単価」であり、経費や時間外割
増賃金などは含まれていないのが原則である。そ
の旨は再三国交省から通知されているが、実際に
はそれが各種手当てや経費を含んだ総額として扱
われ、そこから経費を差し引いたものが支給され
ていると言われているが、保険料＋αの経費が２
～３割であることを鑑みれば、設計労務単価と屋
賃の差は、その証拠と捉えざるを得ない面があ
る。
　技能者に関わる経費には、設計労務単価におい
ても、①時間外、休日及び深夜の労働についての
割増賃金、②各職種の通常の作業条件又は作業内
容を超えた労働に対する手当、③現場管理費（法
定福利費の事業主負担額、研修訓練等に要する費
用等）及び一般管理費等の諸経費が必要であるこ
とが明示されており、積算上は、現場管理費に含
まれるものとしている。
　しかるに、実態として、この経費が算定されて
いない、あるいは、下請や技能労働者に渡ってい

ないことが多いのだとすれば、何らかの方策を考
えなければならない。

経費の別枠支給を考える5

　そうした費用の問題に対し、従前から言われ続
けているのが「経費の別枠支給」である。諸外国
は、この方式だから良いという言われ方がされる
が、残念ながら現在の日本での実現は不可能であ
る。
　このシステムが成立する大前提は、本人を確認
するシステムの存在である。ドイツのマイスター
制度であれ、米国のユニオンであれ、何らかの組
織に各々の個人情報が登録され、保有する資格や
教育・訓練の履歴、就労履歴などが記録されてい
るからこそ、様々な制度が構築可能になる。
　また、各々の身分が被雇用者なのか、派遣なの
か、経営者なのかを明確にすることも必要であ
る。さらには、見習いなのか、一人前なのかと
いった区別もある。これらが曖昧であったり、ま
してや中間的なものや解釈によって異なる状態、
典型的には一人親方というような存在が許容され
るようでは、個々人に必要な経費の内訳を決めら
れるわけがない。
　同時に、これも大前提として、教育訓練の費用
や健康保険、失業保険、年金などの徴収と給付の
仕組みが明確化され、徴収逃れやごまかしがき
かないことである。納めるべきものを納めない
で、もらうものはもらうシステムが出来るわけが
ない。各々の労働者と同じく、建設業を営む組織
についてもギルド、ユニオン等の組織に登録さ
れ、売上げや従業員数などのデータが正確に把握

図４　公共工事設計労務単価の構成
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されていることが制度運営には不可欠である。こ
うしたシステムが不在であるが故に、日本の場合
は「正直者が馬鹿を見る」こととなり、実際、保
険加入や人材育成に真剣に取り組んだ事業者が、
少なからず倒産や廃業に追いやられているのであ
る。
　こうしたシステムが一朝一夕に構築できるわけ
はないが、先達の国々とて簡単に成し得たわけで
はない。また、外部労働市場に依存する建設業の
特殊性を鑑み、他産業とは一線を画した制度とし
て運用されていることも重要な示唆である。

賦課と給付の具体例（韓国の事例）6

　長い歴史を有する西欧諸国は、別格だとするな
ら、昨今、精力的に建設産業の改革に取り組んで
いる韓国の例が参考になる。隣国の韓国は、元
来、法律や産業構造のモデルが日本だったことも
あり、ダンピングによる落札、重層下請構造の深
化とそれに伴う賃金の低下や不払い、一人親方の
増加など、日本と全く同様の問題を抱えていた。

　韓国では、図５に示すように、専門工事業の下
には「チーム長」という、日本でいえば班や組の
長に該当する者がいて、日本と同様に労務を調
達・管理する役割を担ってきた。破線は、見かけ
上は存在しないチーム長で、工事を受注するが、
実際の工事は次の段階のチーム長に請け負わせる
ブローカー的存在であり、俗に「親父（おやじ）」
と呼ばれる。
　親父は、韓国においても「おやじ」と発音さる
日本語由来の用語であり、その産業の仕組みも日
本から輸入したものとされている。親父の下には
現場毎に「実行所長」がいて、これがチーム長を
選定して請負契約で工事を実施する。よって、日
本でいえば、親父は世話役、チーム長は１段階下
の棒芯などに該当する者である。法律上はこれら
を「施工参加者」と呼び、従来は合法的な存在と
されていたが、そこに建設産業の構造的問題があ
るとして、禁止されることとなった。
　具体的には、日本をモデルに制定された「建設
業法」を1996年に抜本改正して「建設産業基本
法」とし、その後何度かの改正により、「直接施

図５　韓国重層下請の図
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工」や「直接雇用」に関する諸規定を設けてき
た。そして、直近の2008年の改正において、「施
工参加者」を法文から削除、すなわち、２次より
先の再下請禁止が明確化された。
　建設産業基本法によると、直接施工とは直接雇
用する技能者を投入して施工することとあり、直
接雇用とは、仕事をしている間は雇用契約を結ぶ
とある。「直接施工」の義務、すなわち「直接雇
用」の義務の大半は専門工事業に生じ、社会保険
に係わる事務手間や経費負担が増大する。これが
ネックになり、問題解決とは反対に一人親方や偽
装請負等々の問題が発生するのが、日本のみなら
ず、多くの世界で共通の建設労働問題である。
　これに対し、韓国は巧妙な制度を構築してい
る。まず、「直接雇用」とは、期間を定めない社
員化を目指すものではなく、プロジェクト単位に
社会保険料を負担する当事者としての事業主を明
確化し、就労環境が不安定な技能労働者の社会保
険加入を徹底することを旨としていることであ
る。次に、費用負担者について、雇用保険や産災

（労災）保険に関しては、実質的には、元請が一
括して負担する仕組み（先払い方式）を構築して
いることである。
　さらには、発注段階で保険料等の経費が明示さ
れ、それを流用できない仕組みや、専門工事業が
不利にならない（元請に出面を全て把握されな
い）データの流れ、不正や間違えを相互に監視す
るシステムが制度レベルと運用レベルでそれぞれ
にうまく構築されている。
　雇用保険を例に制度の概略を示す（図６）。保
険料は、所謂先払い方式で、元請が一括して保険
料を納付する日本の労災保険と同様に、工事金額
に別途定められた労務費率を乗じ、それに保険料
率を乗じて保険料を算定する。
　技能者の本人負担分は、専門工事業が源泉徴収
し、出面データと共に保険公団に申告する。保険
料の納付状況は、「ねんきん定期便」のような年
に数回の通知、あるいは、ネットを通じて随時技
能者本人が確認可能であり、不払いに対する罰則
規定などもある。このような、保険料の納付者と

図６　雇用保険・産災（労災）保険の保険料徴収の仕組み
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データの申請者、納付状況の確認者が異なること
で、相互に不正や誤りを防止するのが韓国の制度
である。
　健康保険と年金は、日本と同様の制度で、費用
は専門工事業と技能者の折半であるが、法定福利
費は発注者の負担が原則であり、それを積算上別
枠明示して、施工者が支払いの責務を担い、最後
に精算して余った分は発注者に返すという、「別
枠明示」、「事後精算」の方式が試行されている。
このような方式は、我が国においても十分に採用
しうるのではないかと思う。
　ここ数年、韓国を年に２～３回訪問しながら経
緯を見守っているが、法定福利費は支払わなけれ
ばならないものという事業者の意識、保険料をも
らうことは権利であり、保険に加入しないと損と
いう労働者の側の意識は、着実に浸透してきてい
ることを感じる。日本においても、こうした意識
の浸透が先決なのかも知れない。

労働生産性の向上と競争原理7

　建設業における生産性の向上とは、すなわち労
働生産性の向上である。労働生産性とは、生産し
た付加価値を労働量で除したものであるから、分
子である付加価値を大きくするか、分母である労
働量を小さくすれば労働生産性は向上する。
　しかるに、現状を鑑みれば、ダンピング競争に
よって分子は小さく、過剰供給により分母は大き
いのだから、労働生産性は小さくなるばかりであ
る。これをどう脱却すれば良いかが、現在の建設
産業全体の問題である。
　最近、調査の機会を得てイギリスと米国を訪問
したが、ヒントとなる重要な知見を得た。それ
は、一言でいえば、「公正な競争」である。
　まず、公正の条件であるが、上でも触れたよう
に、税や保険料、教育・訓練の賦課金等の漏れな
き徴収の仕組みの存在である。米国では、手取
り賃金をWage、保険料や訓練費に相当するもの

をBenefitとして明確に区分し、ユニオンがパッ
ケージ化して使用者（建設業者）から徴収するこ
とで、漏れなき徴収を実現している。
　英国では、CITB（Construction Industry Training 
Board：建設産業訓練委員会）という建設事業者
のほとんどが登録する組織により、業界全体で運
営する徒弟教育の費用の徴収がおこなわれてい
る。費用は、従業員の賃金と外注費に対して賦課
されるもので、Levy（レビー）と呼ばれる。徒
弟は２年か３年の期間で定められ、「有給の訓練
生」という業界統一の身分で定められた徒弟を雇
用すると、最大で賃金の40%が交付金（Grant：
グラント）として給付される。中小企業はLevy
を免除されるが、Grantを受ける権利はある。こ
うした運用が可能であるのは、CITBが売上げや
従業員数などの企業データを正確に把握している
からである。また、直接雇用の場合にはLevyが
低く、外注の場合には高くなるので、直接雇用の
インセンティブとなる。これも、正確なデータの
把握なしにはできないことである。
　競争ということでは、米国にはノンユニオンと
の競争、英国には他業種との競争がある。そして
両国に共通して、技能者間の競争が促される仕組
みが構築されている。
　まず、米国では、ユニオンの賃金（Benefitを
含む）は、ノンユニオンの倍以上となる。どちら
を選ぶかは使用者（建設業者）側の自由であるか
ら、ユニオンには生産性を倍以上にしなければ選
んでもらえないという危機感がある。故に、教
育・訓練が重要なのであるが、内容が実態と乖離
していたり時代遅れであっては意味がないので、
常に最新であるための研究や、よりよい教授法の
開発がおこなわれている（写真１、２）。
　ユニオンは、登録された技能者を依頼のあった
建設業者に派遣する機能を担うが、かつては、建
設業者側には技能者を選ぶ権限がなかったのが、
最近は、建設業者が技能者を選ぶ方式に変わって
いる。前者をUnion Hiring Hall といい、後者を
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Referral Halls というが、技能者間の競争を促進
しなければ、ノンユニオンとの競争に勝てないと
いう危機感、そして、技能者の努力が報われない
という認識が、全員平等主義から競争へと制度を
変革させた。調査したのはユニオンの組織率の高
いセントルイスであったが、このような革新的な
考え方があるが故に、ユニオンの衰退を免れてい
るのであろう。
　一方、イギリスには、労働協約がない。かつて
はあったのだが、ニーズのない職種を保護して賃
金を協約により高止まりさせては、建設産業全体
の競争力が衰退するというのが基本的考え方であ
る。そして、需要の減った職種は、教育・訓練に
より新たな技能を取得し、需要が大きく、従って
賃金も高い職種に転業・転職して産業全体を活性
化させる。こうしたサイクルが繰り返されること
で、産業全体のイノベーションが促され、他産業
との競争にも優位に立つという戦略である。
　いずれにしてもキーとなるのは、教育・訓練で
ある。そして、それを意味づけるのが技能者を評
価する指標である。イギリスには、NVQ（National 
Vocational Qualification）という全産業共通の５
段階の職業能力評価基準がある。米国には、ユニ
オン内部の基準がある。それが目標になるからこ
そ競争が促され、組織も産業も活性化するのであ
る。

おわりに8

　新築がほとんどない欧州でも、建設産業の従事
者は少なくとも全就業者の６％程度はある。我が
国は既に８％（2011年）を切る水準にあり、若手
の入職は激減している。担い手がこのまま減り続
ければ、この産業は持続できない。
　全ての技能者が保険に加入することは簡単では
ない。しかし、まずは、それが当たり前の産業
に脱却しなければ、若手は入ってくるわけがな
く、この産業の未来はない。パンドラの箱が開い
てしまった以上、産業全体でこの困難に立ち向か
うしかない。２月末に報告が出された国土交通省
の「社会保険未加入対策の具体化に関する検討
会」においても、これまでにない具体的な方策が
提示された。新しい年度から、技能者の保険加入
をフォローする全産業的な協議会も設置されるこ
とになっている。
　また、「建設産業戦略会議」の2012年度版が新
たに設置され、ダンピング対策、保険加入問題を
含む、様々な懸案が検討されることになってい
る。これだけ、密度の濃い方策が実施されるの
は、かつてないことであろう。ギリシャ神話のよ
うに、最後は「希望」だけが残ることを期待した
い。

写真１
実に詳細につくり込まれたマニュアル

写真２
多くの職種に対応するマニュアル
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　国土交通省では、平成22年12月に馬淵国土交通
大臣（当時）の指示を受け、学識経験者から構成
される建設産業戦略会議を設置し、12回に渡る会
議開催の後、平成23年６月23日に「建設産業の再
生と発展のための方策2011」を公表したところで
ある。
　この中では、建設産業の現状に関する定量的分
析を行った上で、近年の建設投資の減少局面にお
いて発生してきた建設産業の諸問題への対策を検
討しており、対策として大きく７つの項目が掲げ
られている（図１）。技能労働者の雇用環境の改
善という課題に関しては、保険未加入企業の排除
という対策が提言されているところである。
　また、平成22年９月からは「建設技能労働者の
人材確保のあり方に係る検討会」を開催し、建設
産業の持続的な発展を図るため、将来を担う中核
的な建設技能労働者を確保し、次世代への技能承
継を図っていくための方策について検討を行い、
平成23年７月に取りまとめを行ったところであ
る。
　本稿では、これらの会議の提言で指摘されたい
くつかの事項のうち、社会保険未加入問題への対
策について解説することとしたい。

建設業行政における社会保険
未加入対策の必要性2

　社会保険の未加入企業については、政府とし
て、以前から、雇用政策又は社会政策上、法令上
の義務の履行を求めてきたところである。
　しかしながら、建設産業の社会保険の加入率に
ついては、公共事業の元請企業の加入状況（経営
事項審査）を見ると、雇用保険の未加入企業は
６％、健康保険及び厚生年金保険の未加入企業は
10％となっている（図２）。

保険未加入問題への行政の対応
国土交通省　土地・建設産業局 
建設市場整備課

「建設産業戦略会議」及び「建設技能
労働者の人材確保のあり方に係る
検討会」

1

図１　「建設産業の再生と発展のための方策2011」（概要）
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　また、雇用者数に占める被保険者数の割合を見
ると、雇用保険で61％、厚生年金で62％と推計さ
れ、製造業（雇用保険93％、厚生年金87％）と比
較して、低い加入割合にある（図３）。
　平成22年度の公共事業労務費調査によれば、建
設工事の中で社会保険の加入率等が最も高いと考
えられる土木系の公共工事の現場従事者の社会保
険の加入率を見ても、下請次数が下がるにつれ低
下し、二次下請で53％、同工事の三次下請以下で
49％等となっている。また、地域別の差も大き
く、地方部が比較的高い加入率であるものの、東
京都で32％、大阪府で48％など、大都市部の加入
率の低さが際立っている（図４及び図５）。
　このような社会保険の未加入は、雇用政策上又
は社会政策上の問題を惹起するだけではなく、次
の課題をもたらしている。

①法定福利費を適正に負担をする企業と、そう
でない企業が同じ土俵で価格競争することに
より、法定福利費負担をしない後者がコスト
面で競争上有利な地位を得ることになる。そ
して、後者は適正価格よりも不当に低い下請
価格でダンピング受注し、前者を駆逐してい
くことになり、不適正な競争環境、適正な企
業の駆逐といった、建設産業政策上も看過で
きない状況を生じさせてきている。

②建設産業においては、就業者の高齢化、若年
入職者の減少等により、次世代への技能承継
を図ることが大きな課題となっている中、社
会保険の未加入は、技能労働者の処遇を低下
させ、若年入職者減少の一因ともなっている。

　このような状況の中、建設産業の持続的発展に
必要な人材の確保を図り、企業間の健全な競争関
係を再構築する観点から、建設産業政策上も保険
未加入問題への対策を実施することが必要となっ
ている。

社会保険未加入の要因と対策3

　建設産業において、社会保険の未加入対策を進
めるに当たっては、未加入の要因を分析すること

図２　経営事項審査（平成22年度総合評定値登録業者）の保険
加入状況

図３　雇用者数に占める被保険者数の割合

図４　元請・下請次数別

図５　都道府県別
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が必要であり、その要因に応じた対策を実施して
いく必要がある。
　このため、保険未加入の要因について、業界団
体及び建設企業からヒアリングを実施したとこ
ろ、概ね次の要因が挙げられたところである（図
６）。

○元請企業においては従業員の社会保険未加入
の状況はそれほど生じていないが、制度上、
下請企業の保険加入状況を確認・指導するこ
とが求められていないこと等から、下請企業
の保険未加入状態が改善していない。

○下請企業は保険料の事業主負担の重さや技能
労働者の手取り志向等から、保険に加入して
いない状況。

○建設産業行政においても、保険加入状況を網
羅的にチェックする仕組みとなっておらず、
社会保険担当部局との連携も行われていな
い。

　社会保険への加入が法定の義務であるにも関わ
らず、経営上の理由を主な要因として適正な事業
主負担を行っていない企業が存在している状況に
ある。また、労働者本人にとっても保険加入のメ
リットが十分に認識されていないことや、保険未
加入状態を建設業担当部局や元請企業からチェッ
クされる機会がないことも、事業主の保険加入へ
の意識をますます低いものとさせている。

　このような保険未加入の要因を解消していくた
めには、建設産業全体としての枠組みの整備と関
係者が一体となった取組が求められる。行政にお
いては、建設企業に対する制度的なチェックと、
建設業担当部局・保険担当部局間が連携した取組
を実施するほか、元請企業の指導により、下請企
業を中心とした保険未加入の状況を改善していく
必要がある。
　また、各主体に向けた啓発・キャンペーンによ
り、社会保険制度の内容・メリット等を周知し、
保険未加入事業主や従業員の意識を改善していく
必要がある。あわせて、社会保険に加入するため
の保険料負担や事務負担については、法定福利費
が下請企業に流れる仕組みを構築する必要がある

（図７）。

総合的対策の推進4

　現在、「建設産業戦略会議」及び「建設技能労
働者の人材確保のあり方に係る検討会」の取りま
とめを受け、社会保険未加入対策の具体化に向け
た検討を進めている。
　中央建設業審議会及び社会資本整備審議会の基
本問題小委員会の検討に合わせ、業界団体、労働
者団体等が参加する実務的検討会（社会保険未加
入対策の具体化に関する検討会）を平成23年10月
から開催し、平成24年２月23日に「建設業におけ

図６　保険未加入の要因（主体別にみた要因）
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る社会保険未加入問題への対策について」を取り
まとめたところである（図８）。
　以下、本検討会で取りまとめられた社会保険未
加入対策の具体的な内容を紹介する。
（１）行政・元請・下請一体となった保険加入の

推進
　社会保険未加入対策を着実に推進するために
は、行政・元請・下請が一体となって継続的に取
組を実施することが必要となることから、母体と
なる推進体制として、関係者で構成する「保険未

図８　社会保険未加入問題への対策の概要

図７　各要因に対応した対策の実施
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加入対策推進協議会」を設立する。
　本協議会に構成員として参加する各建設業団体
は、傘下の建設企業の保険加入状況を把握すると
ともに、「社会保険加入促進計画」を策定し、そ
れぞれの立場から主体的な取組を計画的に進め、
協議会において、各団体の取組を共有し、継続的
にフォローを行うほか、周知啓発の取組方針等を
議論する。
　また、行政（建設業担当、社会保険担当）、関
係団体、元請各社、協力会、保険者など、建設業
に関わる様々な主体から、パンフレット・ポス
ターの作成・配布やキャンペーンの実施などの多
様な手段による周知・啓発を行い、建設企業、技
能労働者などの社会保険加入についての理解を深
め、保険加入に向けた機運を醸成する。目標年度
に向けて継続的に周知・啓発を行うこととし、啓
発資料の作成に当たっては、元請企業、下請企
業、建設労働者といった対象者に応じて、当事者
の意見を聞きつつ、ポイントを絞った広報を行
う。

（２）行政による制度的チェック・指導
　建設業担当部局の取組としては、建設業の許
可・更新に際し、許可更新の申請時に提出すべき
添付書類に保険加入書類を追加する予定である。
これにより、建設業担当部局において保険加入状
況を確認し、未加入企業に対する加入指導を行
い、許可の有効期間である５年間を経過すること
で、全ての建設業許可業者の企業単位での保険加
入状況を確認・指導することができる。また、立
入検査時に保険加入状況を確認し、未加入企業に
対する指導・監督処分を実施する。
　公共工事参加者については、現在、経営事項審
査において、雇用保険、健康保険及び厚生年金保
険の加入状況を審査しているところであるが、審
査項目（健康保険及び厚生年金保険）の区分と保
険未加入の場合の減点幅の拡大を検討する。これ
により、毎年の審査における取組が強化され、公
共工事従業者の保険加入率の向上が期待される。
　なお、これらの取組を進めるに当たっては、建

設業担当部局のみならず、社会保険担当部局（厚
生労働省）による加入徹底の取組との連携が不可
欠であり、社会保険担当部局における未加入対策と
相まって、強力に対策を実施することとしている。

（３）建設企業の取組
　元請企業においては、保険加入の取組を下請企
業及び現場作業員に浸透させるため、工事現場に
おいて周知啓発を行うとともに、協力会等を通じ
て下請企業の保険加入状況の把握に努め、加入を
勧奨するなどの役割が求められる。
　このため、施工体制台帳、再下請通知書、作業
員名簿に保険加入状況を記載することとし、現場
における保険加入状況を“見える化”することとし
ている。
　また、下請企業においては、現場就労者につい
て、雇用関係か請負関係かを明確に区別した上
で、雇用関係にある社員についての保険加入を徹
底することが求められる。また、請負関係にある
者については、再下請通知書を活用して保険加入
状況をチェックすることや、元請企業からの下請
指導が全ての下請企業に伝わるよう協力すること
が必要である。

（４）法定福利費の確保
　受注競争が激化する中で、利益確保のために、
法定福利費を適正に負担しない企業が存在してい
ることから、保険加入を促進するとともに、労働
者の外注化を抑止するためには、法定福利費を確
保し、下請企業に適切に流れることが必要となる。
　このため、法定福利費については、発注者が負
担する工事価格に含まれる経費であることを周知
徹底するとともに、個別の請負契約の当事者間に
おいて見積時から適正に考慮するよう徹底するこ
ととし、民間発注者への要請・周知や公共発注者
におけるダンピング対策、元請企業への指導を行
う。また、専門工事業団体において、法定福利費
内訳明示のための標準見積書を作成するなど、専
門工事業界における見積時の法定福利費の明示な
どを推進する。
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　あわせて、重層下請構造の是正に向け、建設企
業における自主的な取組を促進するとともに、主
任技術者の配置、一括下請負の禁止、偽装請負の
禁止など、請負・雇用に関するルールの徹底を行う。

（５）その他の取組
　技能労働者にICカード（建設共通パス）を配
布し、建設現場において日々の入場・退場時刻を
読み取りデータベースに蓄積する「就労履歴管理
システム」の構築が進められているところであ
り、平成23年12月には（一社）就労履歴登録機構
が発足している。就労履歴データベースに蓄積さ
れている情報は、建設企業・技能労働者本人が閲
覧・活用することができ、企業にとっては労務管
理の効率化等が図られるとともに、技能労働者本
人にとっても、技能の適正評価の実現などのメ
リットが期待されるところである。保険加入状況
の効率的なチェックのためにも有効なツールと考
えられることから、システムの実現に向け、関係
者が協力して検討を行い具体化を図る。
　また、社会保険の適用を促進するため、法定福
利費の取扱、建設業者団体による保険加入確認の
枠組み、重層下請構造・一人親方の就労状況の実

態把握等についても、調査・検討を進める。

対策の進め方と目標5

　以上に述べた社会保険未加入対策について、今
後、省令・告示改正などの制度改正を行い、周知・
啓発の後、早ければ平成24年夏から施行していく
ことを予定している。
　その後、当初は周知啓発を重点的に実施し、加
入指導重点期間、保険加入者優先期間といった段
階を経て、５年を目途に、企業単位では加入義務
のある許可業者について加入率100％、労働者単
位では製造業相当の加入状況を目指すこととして
いる（図９）。中間時点では、それまでの実施状
況を検証・評価し、対策の必要な見直しを行った
上で、計画的に推進する。 
　これにより、建設業における技能労働者の処遇
の向上と産業の持続的な発展に必要な人材の確保
を図るとともに、法定福利費を適正に負担する企
業による公平で健全な競争環境の構築を実現した
いと考えている。

図９　対策の進め方
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はじめに1

　平成23年は、東日本大震災、夏から秋にかけて
の大雨、台風と、全国規模で未曾有の災害が日本
列島を襲いました。また、今冬の年初より連日の
降雪に見舞われ、大雪による被害が広範な地域で
生じています。このような自然災害発生時に復
旧・復興作業にあたられる建設業の皆様に敬意を
表します。
　一方、わが国の基幹産業である建設業を取り巻
く環境は極めて厳しく、建設業の就業者が減少し
ている中、特に建設技能者については、新規入職
者の減少、高い離職率等により高齢化が進み、技
術の継承が困難になってきています。こうした中
で建設業が地域経済の中核を担う魅力ある産業と
して発展していくためには、将来を担う若手建設
労働者の確保・育成、建設労働者の雇用の安定と
福祉の増進、職場の魅力づくりなどを一層進めて
いくことが不可欠となっており、国土交通省にお
いても、昨年６月、「建設産業の再生と発展のた
めの方策2011」が取りまとめられ、同方策に基づ
く諸施策が進められております。
　建設業退職金共済制度（建退共制度）は、昭和
39年の創設以来、建設業の現場で働く労働者の退
職金の支給を通じて雇用の安定と福祉の増進に寄
与してきましたが、近年の厳しい状況の中でこそ
皆様のお役に立てるものと考え、この場をお借り
して建退共制度についてご紹介させていただきま
す。

建退共制度とは2

　建退共制度は、建設業の現場で働く労働者のた
めに、「中小企業退職金共済法」により、昭和39
年、国が創設した退職金制度です。
　制度創設前夜、東京オリンピックの開催を控え
て建設ラッシュが始まっていました。しかし、当
時、中学卒業者の建設業充足率（就職／求人）は
30％前後で、建設業は「最も若者に嫌われた業
種」とも言える状態でした。また、既に中高年の
労働者が次第に増加し、作業能率の低下現象が現
れ、さらに、建設業には他の業種にはない次のよ
うな特殊な事情もありました。
①受注産業で、他業種のような見込み生産が不可

能。
②事業がすべて有期事業である。
③以上の性格上、短期雇用契約のもとに労務が遂

行される。
④同一の事業主に常用雇用されるケースはまれ

で、工事終了と同時に工事現場及び事業主を移
動する労働者が多い。

⑤工事現場及び事業主が全国的に点在している。
　このような状況を踏まえて創設された建退共制
度は、事業主の方々が、現場で働く労働者の共済
手帳に、働いた日数に応じて掛金となる共済証紙
を貼り、その労働者が、多くの工事現場を勤め上
げて、最終的に建設業界を退くときに、建退共か
ら退職金を支払うという、いわば事業主の相互扶
助の精神に基づく建設業界全体の退職金制度と

建設業退職金共済制度の紹介
独立行政法人　勤労者退職金共済機構
建設業退職金共済事業本部
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なっています。
　おかげさまで、関係各位のご支援の下、制度創
設以来、平成23年12月までの退職金支払い件数は
206万人、支給総額は１兆4,183億円に達し、最高
支給額は1,099万円となっています。また、平成
23年12月末の共済契約者（事業主）数は18万事業
所、被共済者（加入労働者）数は289万人となっ
ています。さらに、平成23年12月末の資産総額は
8,513億円となっております。

建退共制度の特徴3

　建退共制度のメリットとして５つの特徴をあげ
たいと思います。
①国の制度なので安全確実かつ簡単
　退職金は国で定められた基準により計算して確
実に支払われます。手続はきわめて簡単です。
②退職金は企業間を通算して計算
　退職金は、Ａ社からＢ社にかわっても、それぞ
れの期間を全部通算して計算されます。
③国が掛金の一部を補助
　新たに加入した被共済者（労働者）について
は、国が掛金の一部（初回交付の手帳の50日分）
を補助します。
④掛金は損金扱い
　掛金は、税法上全額が、法人では損金、個人企
業では必要経費として扱われます。
⑤経営事項審査で加点
　公共工事の入札に参加するための経営事項審査
において、建退共制度に加入し履行している場合
には、客観的・統一的評価の対象として加点評価
されます。

建退共制度の手順4

　加入から退職金を受け取るまでの建退共制度の
手順は、次のとおりです。
Step １　契約できる人、加入できる人

●契約できる事業主は？
　建設業を営む事業主なら総合、専門、職別ある
いは元請、下請の別を問わず、専業でも兼業で
も、また、許可を受けているといないにかかわら
ず契約できます。
●加入できる労働者は？
　建設現場で働く方なら、職種（大工・左官・と
び・土工・電工・配管工・塗装工・現場事務員な
ど）にかかわりなく、また、日給・月給に関係な
く加入できます。
Step ２　加入するには
　各都道府県建設業協会内にある建退共の支部で

「共済契約申込書」及び「共済手帳申込書」の必
要事項を記入して申し込んで下さい（加入手続に
費用はかかりません）。
Step ３　加入すると
　事業主には「建設業退職金共済契約者証」（写
真１）、現場で働く労働者には「建設業退職金共
済手帳」（写真２）が交付されます。

写真１　建設業退職金共済契約者証

写真２　建設業退職金共済手帳

共済契約者証
（大手企業用）

共済契約者証
（中小企業用）

初回交付の共済手帳
（掛金助成）

２冊目以降の共済手帳
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Step ４　掛金を納めるには
●証紙の購入は？
　この制度は公共・民間工事を問わず、すべて適
用となりますので、必要に応じて、最寄りの金融
機関で共済契約者証を提示して証紙を購入してく
ださい（写真３）。

●共済証紙の貼り方は？
　雇用している労働者に賃金を支払う都度（少な
くとも月１回）、働いた日数分の共済証紙を共済
手帳に貼り、消印をすることで掛金を納めたこと
になります。
●取扱金融機関は？
　都市銀行・地方銀行・第２地方銀行・一部の信
用金庫、信用組合などで取り扱っております。

Step ５　退職金を受け取るには
　退職金は、共済手帳に貼り終わった共済証紙が
24月（21日分を１ヶ月と換算）以上になって、建
設関係の仕事をしなくなったときなどに、労働者
又はその遺族からの請求により、その請求人に直
接支給されます。
●請求するには？
　退職金請求書に必要事項を記入して、共済手帳
と住民票を添えて、建退共支部まで提出してくだ
さい。
●受け取り方法は？
　退職金は、請求書に記入された請求人個人の普
通預金口座に直接振り込まれます。
●退職金金額は？
　退職金については、表１、図１のとおりとなっ
ており、働いた年数が長いほど有利となります。

写真３　共済証紙

図１　退職金カーブ

表１　掛金納付年数と退職金額

中小企業用共済証紙 大手企業用共済証紙

1日券　310円 1日券　310円

10日券　3,100円10日券　3,100円

退職金の構成内訳とその比率
20年の場合　退職金額2,205,588

2 5 10 15 20 25 30 3537 40
年（掛金納付期間）

円
5,633,754

4,999,680

4,610,382

3,717,861

2,205,588

936,789

156,240

運用利益

掛金総額

（内訳）掛金総額1,562,400円　70.84％　運用利益643,188円　29,16％

《掛金総額計算例》　掛金納付年数２年の場合
２年×12月×21日×310円＝156,240円
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現場標識シールの掲示5

　建設工事現場で働く建設業者及び建設労働者の
方たちに建退共制度に対する意識を高めて頂くた
め、工事現場の出入口等に掲示するものです。

建退共の課題6

（１）民間工事への普及
　建退共に加入した共済契約者（事業主）は公共
工事、民間工事を問わず自社の工事で働く建設労
働者に対して働いた日数に応じて証紙を手帳に貼
付することにより、共済掛金を納付することにな
ります。公共工事においては平成11年の建設省建
設経済局長通達等により、発注者が掛金収納書の
確認を行うなど証紙貼付の履行を確認することと
なっていますが、民間工事においては事業主の判
断で証紙の貼付が行われている（時として行われ
ていない）のが実態です。このため、（社）日本
建設業連合会（日建連）では技能労働者の確保育
成の方策の一環として建退共制度の活用、特に民
間工事での建退共の普及を勧めることとしてお
ります。建退共本部では日建連と協力して民間
工事での建退共の普及に努めています（日建連
の取組みについてはhttp://www.nikkenren.com/
activity/ikusei_1.htmlを参照）。

（２）建退共加入者への周知
　建退共への加入、証紙の貼付は事業主が行うた
め、労働者本人が手帳を保持していない場合が多
く、建退共へ加入していることを知らない場合
や、事業所を移動する際に手帳を受け取らずに移
動してしまう場合もあります。退職金を受け取る
権利は個々の労働者にありますから、労働者本人
が建退共に加入していることを認識し、時々は手
帳への証紙貼付状況を確認することが重要です。
建退共本部では、新規加入の際には労働者本人に
建退共に加入したことを通知するとともに、事業
主には建退共の現場標識シール（写真４参照）を
掲示することや、手帳を労働者本人に定期的に確
認させること、他の事業所に移動する場合には手
帳を労働者本人に渡すことなどを呼びかけていま
す。

（３）建退共制度の成熟と不安定な金融市場への
対応

　建退共は昭和39年の制度発足以来48年が経過
し、制度として成熟してきています。平成10年以
降は建設投資の減少に伴い、退職金支払額が掛金
収納額を上回る状況が続いています。また、平成
19年のサブプライムローン問題、平成20年のリー
マンショック、平成22年のソブリン危機と金融市
場が不安定な状況が続いており、運用資産から収
益を上げることが困難な状況が続いています。こ
のような状況下でも、建退共の財務内容は、責任
準備金等の負債に対する純資産を十分に確保して
おり、制度の安定的な運営に資する基盤を有して
おります。
　建退共本部では、退職金を将来にわたり確実に
給付することができるよう、安全かつ効率的な資
産運用を行なうため、資産配分割合等について自
ら資産運用の基本方針を定め、資産運用にあたっ
ており、近年の不安定な金融市場にあっても安定
的な制度運営を実現しております。

写真４　建設業退職金共済制度適用事業主
工事現場標識（シール）
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【平成22年度決算概要】（単位未満を四捨五入）

おわりに7

　建退共制度は、公共工事・民間工事を問わず、
建設技能労働者など工事の第一線で働く方々の福
祉の増進と、建設業を営む企業の振興を目的とし
て創設された退職金制度です。
　これまで、国、建設業団体をはじめとする関係
各位のご支援、ご協力により、業界内に着実に定
着してきたところですが、今後とも建設業界の時
代への要請に対応出来る良質な入職者を確保する
ため、なお一層活用していただけるのではないか
と考えております。そのため、各方面の皆様のご
協力をいただきながら、未加入事業主の方々に、
本制度に加入していただくための多岐にわたる活
動の強化に努めているところでございます。
　建退共に加入されていない事業主様におかれま
しては、優秀な人材の確保、労働者福祉の充実の
ために、この機会に建退共への加入を是非ご検討
いただきますようお願いいたします。
　なお、建退共制度について更に詳しくお知りに
なりたい方は、建退共HPをご覧いただくか、建
退共本部又は建退共支部までお問合せください。

≪問合せ先≫

○建退共本部
独立行政法人　勤労者退職金共済機構
建設業退職金共済事業本部　事業推進室

　　４月末まで03-5400-4316、
　　５月より　03-6731-2866　となります。

　建　退　共　で、ご検索ください。
http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/

○建退共支部
各建退共都道府県支部は、

　建退共 支部一覧　で、ご検索ください。
http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/shozaichi/
shozaichi03.html

掛金収入 45,968　百万円

退職給付金 60,908　百万円

資 産 863,041　百万円

負 債 805,880　百万円

純 資 産 57,162　百万円

資料出所：当機構建設業退職金共済事業等勘定
財務諸表
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　最近、建設業界をめぐる労働・社会保険に関す
る報道をよく見かけるようになりました。
　まず記憶に新しいのは、全国建設工事国民健康
保険（建設国保）への不正加入問題です。
　建設国保とは、本来建設関係の業種に従事する
者で、なおかつ従業員５人未満の個人事業所に勤
める方が加入する国民健康保険組合ですが、「保
険料が安い」「知人からの紹介」などの理由で、
建設とは全く無関係の業種の方や、本来加入がで
きない大きな規模の会社の方が多数含まれていた
ことが発覚しました。それだけではなく、建設国
保の運営のために、国は加入人数に応じた多額の
補助金を支払っているため、その点でも大きな問
題となっています。
　また、建設工事現場における労働保険の「未加
入問題」や「労災隠し」もよく目にするところで
す。
　本来、労働者が１名でも働く場所では労働保険
の加入手続きを必ず行わなければなりません。仮
に手続きを怠っている最中に労災事故が発生した
場合、会社には大きなペナルティが課せられま
す。
　また、元請事業者のもとに複数の下請事業者が
混在する数次の請負による建設現場では、労災事
故が発生した際、原則として元請事業者の労災保
険を使うことになっています。しかし「元請事業
者に迷惑がかかる」「事故を知られたくない」な

どの理由から、下請事業者は「労働基準監督署に
報告をしない」、または「虚偽の報告をする」と
いった「労災隠し」が後を絶ちません。こうした
不正に対しては、被災労働者の保護の観点からも
監督行政として厳しく対処することとされてお
り、検察庁への送検事例も平成10年の79件から平
成19年には140件へと２倍近くに増加しています。
　企業が刻一刻と変化する社会に適応し、また厳
しい経済不況の中で生き抜くためにも、業界を問
わず、いま、改めて法令遵守（コンプライアン
ス）への取組みが見直されています。その一歩と
して、企業担当者はもとより、まずは働く労働者
自身が、本来あるべき形を知っておくことがとて
も大切です。
　今回は、建設業界における労働保険の基本的な
ルールと仕組みについて説明していきます。

労働保険とはなにか2

　「労働保険」とは大きな総称で、具体的には労
働者災害補償保険（労災保険）と雇用保険の２つ
を合わせて労働保険と呼びます。
　このうち労災保険は、労働者が１名でもいる場
合は、場所ごとに成立（加入）させなければなり
ません。例えば建設現場を複数もつ建設会社は、
その現場ごとに労災保険を成立させる必要があり
ます。
○具体的な成立手続き
　労災保険を成立させるためには「労働保険関係

建設労働者に対する社会保険労務士の業務概要
社会保険労務士能登伸一事務所
代表

能登 伸一

建設業界をめぐる労働・社会保険
の昨今の課題1
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成立届」を労働基準監督署に提出します。それに
より労働保険番号が割り当てられることになりま
す。
　建設現場においては事故発生率が高いことか
ら、確実に労災保険に加入をさせるために、建設
現場ごとに「労災保険関係成立票」を掲げなけれ
ばならないことになっています。
○有期事業の一括
　ここで押さえておきたいのは、「有期事業の一
括」という仕組みです。前述のとおり、本来は現
場ごとに労災保険を成立させなければなりません
が、すべての現場を単独で成立させると、それだ
け事務が煩雑になりますので、事業規模の小さな
現場は単独では成立させずに、小さな現場を集め
たひとつの労働保険に合流させて加入するという
手続きを行います。これを「有期事業の一括」と
いいます。

【単独有期事業・一括有期事業の要件】
〇単独有期事業（単独で労災保険を成立）
請負金額が１億9,000万円以上の建設現場

〇一括有期事業（有期事業の一括の対象）
次の要件をすべて満たす現場です。
①事業主が同一人であること
②それぞれの事業が他の建設事業の全部又は一部
と同時に行われること
③それぞれの事業の規模について、概算保険料
額が160万円未満であって、かつ、請負金額が
１億9,000万円未満であること
④それぞれの事業においては、労災保険率表によ
る事業の種類が同一であること
⑤それぞれの事業が同一又は隣接する都道府県の
区域内で行われること　など

　有期事業の一括に該当する場合は、「労働保険
関係成立届」ではなく、現場ごとに作成した「一
括有期事業開始届」を翌月の10日までに労働基準
監督署に提出します。

○請負事業の一括
　ひとつの現場にいくつかの下請事業者の労働者
が混在するような現場（請負事業）においては、
個々の事業者がそれぞれ労災保険を成立させるの
ではなく、元請事業者のみが労災保険を１つ成立
させ、その現場で働く下請事業者の労働者も含め
て、その保険でカバーするという取扱いが行われ
ます。これを「請負事業の一括」といいます。
　具体的には、その建設現場で下請事業者の労働
者が業務上の事故を発生させた場合、元請事業者
が成立させた労災保険により保険給付（補償）が
行われることになります。
　この請負事業の一括は、事業規模を問わず、法
律上当然に行われることになっています。逆に、
下請事業者の中でも１億9,000万円以上の請負金
額があるような大規模事業者については、元請事
業者から独立させて、単独の労災保険を成立（下
請負事業の分離）させることもできますが、あく
まで分離手続きを行うかどうかは任意です。
○労災保険の未成立に関するペナルティ
　労災保険の手続きを行わず未成立のまま労働者
を働かせた場合、行政から是正指導が入ります。
　さらに未成立中に業務上の事故が発生した場合
は、その事業者に対して次のようなペナルティが
課せられます。
１．事業者が行政から未成立の指導を受けたにも
関わらず、その後も未成立中に発生した業務
上の事故

　労災保険から労働者に支払われる保険給付金の
全額が事業者に請求されます。

２．行政から指導は受けていないが、事業開始か
ら１年を超えてもなお未成立中に発生した業
務上の事故

　労災保険から労働者に支払われる保険給付金の
40％が事業者に請求されます。

　以上のとおり、労災保険の未成立中に発生した
業務上の事故についても、労働者には労災保険か
ら保険給付が行われますが、その分、事業者にペ
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ナルティが課せられるのです。
　また、業務上発生した事故については、原則と
して健康保険は使うことができませんので、不正
な保険給付の請求とならないよう注意が必要で
す。

労働者災害補償保険制度について3

　ここでは、労働保険のうち労働者災害補償保険
（労災保険）の制度について説明していきます。
　労災保険は、労働者が業務中又は通勤の際に、
事故などにより「怪我をした」「病気になった」
「障害を負った」「死亡した」際に、本人又は遺族
に対して保険給付を行うことを目的としていま
す。
　本来、業務上の事故等によって労働者に発生し
た災害は、労働基準法によりすべて事業者側が災
害補償をしなければなりません。例えば、業務上
の事故により労働者が死亡した場合、会社側は遺
族に対して平均賃金の1,000日分の遺族補償をし
なければなりません。しかしながら、小規模の事
業者ではその補償を行うことができない場合も考
えられます。そこで、１人でも労働者を雇用する
事業者には労災保険への加入を義務付け、事故が
発生した際は、労災保険から補償（保険給付）を
行うこととされているのです。そのため、労災保
険料は事業者が全額負担しています。
　なお、労災保険は「労働者の被災」に対して保
険給付を行う制度ですので、労働者ではない会社
役員や業務請負契約によって就労する者には保険
給付が行われません。そのため、業務請負契約等
により就労する鳶・左官等の個人事業主は「一人
親方の特別加入」という制度により労災保険に個
人で加入をすることができることになっていま
す。昨今では、「一人親方に加入していない労働
者は現場に入場させない」というのが一般的にな
りつつあるようです（図１）。
○労災保険の保険給付の種類
　続いて、労災保険で行われる保険給付について
説明していきます。これらの保険給付は、原則と

して請求しないと支給されないものですので、ど
のような給付があるのか把握しておくことが重要
です。
○療養補償給付（療養給付）
　業務上又は通勤災害による病気・怪我の治療費
に関する保険給付です。労災保険の指定病院で受
診する場合、保険請求のための専用様式を病院等
に提出することで、労働者は原則として自己負担
することなく診療を受けることができます。
　また受診した病院等が労災保険の指定病院では
ない場合でも、労働者が窓口で負担した金額は、
後で全額労災保険に請求することができます。
○休業補償給付（休業給付）
　業務上又は通勤災害によって就業できない期間
の所得補償に関する保険給付です。休業４日目か
らが支給対象となり、１日あたり平均賃金（休業
前３ヶ月における１日平均）の60％が支給されま
す。
　また、労災保険では特別支給金という独自の制
度により保険給付の支給額の上乗せ（20％）を
行っており、結果、労働者には平均賃金の80%が
支払われることになります。
　健康保険でも業務外の事由による休業について
同様の保険給付を行っていますが、支給期間は１
年６ヶ月が限度とされています。それに対して、
労災保険の休業補償給付は、支給期間の上限はあ
りません。

図１　労災保険の適用範囲
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○障害補償給付（障害給付）
　業務上又は通勤災害により身体に障害が残った
場合、障害の程度によって年金又は一時金の支給
を受けることができます。
　また年金を受給する権利のある被災労働者が、
一定の補償額まで受給することなく死亡した場合
は、その方のご遺族に一定補償額と既に受給した
額との差額が支給されます。
○遺族補償給付（遺族給付）
　業務上又は通勤災害により労働者が死亡した場
合、遺族に年金又は一時金が支給されます。
　死亡労働者に生計を維持されていた配偶者、
子、父母、祖父母、兄弟姉妹が受給資格者とさ
れ、優先順位の高い方が受給することができま
す。
　なお、基本的に受給資格者は年齢要件等がある
ため、一定の年齢に到達した場合等は支給終了と
なりますが、死亡労働者に生計維持されていた
「妻」については年齢要件等がないため、生涯に
わたり遺族補償年金を受給することができます。
　その他、労災保険からは葬祭費用に関する一時
金、過労死予防のための健康診断費用に関する保
険給付などが行われています。

雇用保険制度について4

　雇用保険からは、労働者の失業、やむを得ない
理由による休業（育児・介護）の際の所得保障に
関する給付が行われます。なお、雇用保険は、前
述した労災保険の一括という制度はありませんの
で、下請事業者の労働者が退職等をした際は、下
請事業者が加入している雇用保険から保険給付が
行われます。
○雇用保険の保険給付の種類
　雇用保険からは大きく分類すると４つの保険給
付が行われますが、主なものを紹介します。
○求職者給付
　原則として１年以上雇用保険に加入していた労
働者が退職した場合、その後、雇用保険から失業
している日について所得保障に関する給付（基本

手当）が行われます。支給される日数は、過去の
雇用保険の加入期間や離職理由、年齢等によって
異なり、最低90日から最大360日まで支給されま
す。
　この基本手当を受給するためには、4週間に1回
ハローワークに出頭し、現在も失業していること
の認定を受けなければならず、また、毎回求職活
動実績（面接等）の有無（原則２回以上）の確認
が行われます。
○雇用継続給付
　雇用継続給付は、「高年齢」「育児」「介護」の
３種類に分類することができます。
　まず「高年齢」の給付では、60歳から65歳まで
の５年間において、60歳到達時の賃金額より75％
未満の賃金に引き下げられた場合、最大現在の賃
金支払額の15％が雇用保険から補填されます。
　また「育児」「介護」に関する休業を行う場合、
一定期間について雇用保険から保険給付を受ける
ことができます。

　最近はインターネットの普及によりこうした保
険給付について労働者がすぐに調べることができ
るため、雇用保険の未加入事業所と退職した労働
者とのトラブルが多数発生しているのが実情で
す。

社会保険労務士の関わり5

　最後になりますが、労働・社会保険に関する社
会保険労務士の関わりについて説明します。
　社会保険労務士は、企業の労務管理、各種の公
的保険（労災保険・雇用保険・健康保険・厚生年
金保険等）の専門家です。
　特に建設業界においては労働保険の適用実務が
大変煩雑なものになっており、法令通りに事務処
理を進めるためには専門的な知識が欠かせませ
ん。
　その点からも、煩雑な労働・社会保険の事務手
続きなどは、外部の専門家である社会保険労務士
をぜひ有効に活用いただければと思います。
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　公共発注者が請負に付す工事の積算とは、「競
争の目的となる建築物の仕様書、設計書等に基づ
き、各種数量を計算し、これに対応する単価を取
引の実例価格、需要の状況を調査し、更に履行の
難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して
定め、これらの数量と単価の積和により工事費用
を計算し、これに受注者の利益を含めた経費を加
算し工事価格を予測計算すること。」であるとい
える。
　国等では、積算関係の基準を整備し、設計図書
とこの基準等に基づいて積算が行われている。
　本特集のテーマである「建設労働者に関する保
険」の費用は、国等が発注する建築工事について
みると、直接工事費の単価及び価格並びに共通費
を構成する費用である現場管理費にそれぞれ含ま

れている。
　ここでは、国の積算体系及び保険費用に関する
公共発注者の積算上の取扱いについて述べる。

国の積算基準類2

　国では、積算業務の合理化・効率化の観点から、
工事価格の算定に必要な数量、単価及び共通費等
の積算基準並びに内訳書及び見積書の標準書式を
整備している。
　これらの積算基準類は、平成15年度から国の
「統一基準」として位置付けられている。
　図１に統一された積算基準類を示す。

工事費の構成3

　工事費の積算は、建築工事、電気設備工事、機

保険費用に関する積算上の取扱い
（一財）建築コスト管理システム研究所
研究部長

神尾 和明

はじめに1

図１　統一された積算基準類
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械設備工事及び昇降機設備工事等の工事種別ごと
に行うこととしている。
　また、工事費は、直接工事費、共通費及び消費
税等相当額に区分して積算する。
　直接工事費については、設計図書の表示に従っ
て工事種別ごとに区分し、共通費については、共
通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分す
る。
　図２に工事費の構成を示す。

直接工事費4

　直接工事費は、工事目的物を造るために直接必
要とする費用で、直接仮設に要する費用を含み、
その算定は次に掲げる各項によっている。

（１）算定の方法
イ　材料価格及び機器類価格（「材料価格等」と
いう。）に個別の数量を乗じて算定する。

ロ　単位施工当たりに必要な材料費、労務費、機
械器具費等から構成された単価に数量を乗じ
て算定する。

ハ　イ又はロによりがたい場合は、施工に必要と
なる全ての費用を「一式」として算定する。

（２）単価及び価格
　算定の方法に用いる単価及び価格については、
「公共建築工事標準単価積算基準」による。

（３）数量
　算定の方法に用いる数量は、建築工事において
は、「公共建築数量積算基準」、電気設備工事及び
機械設備工事においては、「公共建築設備数量積
算基準」による。

単価及び価格の算定5

　単価及び価格の算定については次によってい
る。
　なお、以下の（２）から（４）の単価及び価格
には、建設労働者の保険費用が含まれている。

（１）材料価格等
　材料価格等は、積算時の最新の現場渡し価格と
し、物価資料の掲載価格又は製造業者の見積価格
等を参考に定める。

（２）複合単価
　複合単価は、材料、労務、機械器具等の各要素
と単位施工当たりに必要とされる数量（以下「所

図２　工事費の構成
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要量」という。）から構成される歩掛り※１に、材
料単価、労務単価、機械器具費及び仮設材費等を
乗じて算定する。

（３）市場単価
　市場単価は、元請業者と下請の専門工事業者間
の契約に基づき調査された単位施工当たりの取引
価格であり、物価資料に掲載された「建築工事市
場単価」※２による。なお、「公共建築工事標準単
価積算基準」第２編～第４編に定める工種に適用
する。
　また、市場単価は、材料費、労務費、機械経費
等によって構成されるが、その掲載条件が一部異
なる場合の単価については、類似の市場単価を適
切に補正して算定することができる。

（４）上記以外の単価及び価格
　上記以外の単価及び価格は、物価資料の掲載価
格又は製造業者・専門工事業者の見積価格等※３

を参考に定める。

共通費6

　共通仮設費は、各工事種目に共通の仮設に要す
る費用である（共通仮設費の項目及び内容は省
略）。
　現場管理費は、工事施工に当たり、工事現場を
管理運営するために必要な費用であり、共通仮設

費以外の費用である。
　現場管理費における建設労働者の保険費用は、
「保険料」（法定外の労災保険）、「法定福利費」に
含まれている（表１参照）。
　また、一般管理費は、工事施工に当たる受注者
の継続運営に必要な費用であり、一般管理費等
は、一般管理費と付加利益からなる。
　一般管理費の「法定福利費」は、受注企業の本
店及び支店の従業員に関する保険料の事業主負担
額である（表２参照）。

共通費の算定7

　共通仮設費の算定は省略。
　現場管理費の算定は、表１の内容について、費
用を積み上げにより算定するか、過去の実績に基
づく純工事費に対する比率（以下「現場管理費
率」という。）により算定する。通常、現場管理
費は、純工事費に現場管理費率を乗じて算定し、
現場管理費率に含まれない特記事項については、
別途積み上げにより算定して加算する（現場管理
費率に含まれる内容は表１による。）。
　一般管理費等の算定は、表２の内容と付加利益
について、工事原価に対する比率（「以下「一般
管理費等率」という。）により算定する。
　なお、　現行の共通仮設費率、現場管理費率及
びその算定方法は、公共建築工事を対象とした実
態調査により定めたものであり、平成23年４月に
公表されている。
　また、一般管理費等は、公共建築工事の受注実
績のある建設企業を対象として、財務諸表等に関
する実態調査を行い、その結果を基に一般管理費
等率及び算定方法を定めたものであり、平成９年
11月に公表された。現行の一般管理費等率は改定
されてはいないが、「一般管理費等の算定」は、
改定のうえ平成23年４月に公表されている。

※１　歩掛り：歩掛りは、以下の項目により構成する。この
歩掛りに基づく複合単価には、専門工事業者の保険費
用等を含む。
（１）材料、（２）労務、（３）機械器具、（４）その他

※２　「建築工事市場単価」：掲載単価には、専門工事業者の
保険費用を含む。

※３　物価資料の掲載価格又は製造業者・専門工事業者の見
積価格等：掲載価格又は見積価格等には、専門工事業
者の保険費用等を含む。



特集建設労働者に関する保険

建築コスト研究　No.77　2012.4　　31

表１　現場管理費の項目及び内容

表２　一般管理費の項目及び内容
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